
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （首都高速道路公団の経営内容の分析と評価）

国 （収支の現況）
【事業主体】

収支率 ： ６９ cf:日本道路公団 (高速)５７
有 料 道 路 事 業 首 首都高速道路事業 阪神高速道路公団 ９５

都 ↓
国が都市高速道路事
業の計画を策定 指 示 → 高 償還ペｰｽ：44.1年相当

道 プール制 償還はほぼ順調 S62→H8比較
路 307.2km (H8末現在) 速 (全体収支) な一方、潜在要 道路資産価額 2.21倍
政 因に留意が必要 道路資産価額+道路資産建設仮勘定 2.50倍
策 道 ← 償還準備金 2.30倍

財 公 団 債 資 償 還 計 画
全 政 財 引受け → ← 金 路
国 資 → 投 3兆 7,000億円 調 償還期間：40年 → 資産効率
交 源 資 達 公 S62：11.８％ → H８：７.３％
通 の 金 ← 償還
網 制 団 ピーク時の未償還残高 ↑

約 3兆3,000億円(H12)

道路交通センサス 交通量推計
(交通量推計の基礎デｰﾀ) →

見 込 み 違 い ↓
の リ ス ク ↓

・収入見通しが
直 轄 事 業 出発点

・経年的に収入が 経営改善努 長期的に適正な償還のペースが
見込みを下回っ 力のみで収 維持できるよう、計画的な対処が
た場合、計画自 入不足を補 資 重要
体が達成できな うことは困 産
いリスク大 難 効 ｏ料金値上げ←→適正水準の範

率 囲内
が
低 ｏ償還期間の←→道路資産の耐

短期間 下 延長 用年数を考慮
で改定 計画が順調に達成されているか 傾

否かが意識されにくく、意識し 向
ていく必要がある

（経済・社会要因）

建設コストは増大化傾向

昭和40年代の平均建設コ
スト(33.7億円／km)

９倍
↓

昭和60年代の平均建設コ
スト(305.5億円／km)

バイパス的機能を有する
路線の建設
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